
ジェトロのState by Stateの活動
2022年度の活動実績

2021年7月に改定された「行動計画2.0」に基づき、知事や州政府高官、現地ビジネスリーダー等に対して日本企業の米
国経済への貢献を戦略的かつ継続的に打ち込み。また長年の活動の蓄積をもとに、州政府とのネットワークを活用した対
米投資ミッションや対米投資セミナー、立地選定支援を継続。州政府や日本企業の関心分野である半導体やＥＶなどの分
野での活動を強化してきた。2023年度は、大統領選挙が本格化されることから、個別アプローチを一層強化していく。

１ 【対州政府】日本企業による米国経済への貢献を発信
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＜計106件のロードショウ・面談で日本企業の貢献を発信＞
 オンライン面談も併用しつつ、日本企業の米国地域経済へ

の貢献や企業の課題である労働力開発の現状やニーズを伝
えるロードショウを13件、知事や州商務長官など要人に対
して、個別に日本企業の貢献を伝える面談を92件実施。

＜貢献発信のためのジャパンセッションの開催＞
 SelectUSAサミットに合わせ、日本企業の貢献と更なる投

資支援を要請するための「ジャパン・セッション」を実施。
州政府等82名が参加。

【対日本企業】 州政府と連携して対米投資を支援

3 バイデン政権の優先課題への対応

＜州政府セミナー等を通しての投資環境に係る情報提供＞
 州知事、州経済開発長官等の訪日機会を捉えて、日本と米

国で対米投資をテーマとしたセミナーを開催。3州とのセ
ミナーを実施し、延べ380人が参加。

＜ラウンドテーブル開催を通じた日本企業の課題共有＞
 日本企業を招き、ビジネスの現状や課題を共有するための

ラウンドテーブルを開催。サプライヤーにも参加を促すこ
とで、サプライチェーン全体の声が届くように工夫した。

＜サプライチェーン強靭化への対応＞
 州政府等と連携し、半導体やEVバッテリー等をテーマに、

全米各州にて8コースでミッションを派遣。延べ123社が
参加。

 日本の自動車サプライヤーと米フォードとの商談会や自動
車分野の展示会にてジャパン・パビリオンを展開。延べ28
社が参加。

＜水素分野での日米の連携を支援＞
 港湾インフラの改善や環境への配慮等において連携を図る

ことを目的にロサンゼルス市港湾局とMOUを締結。日本企
業の技術等を紹介、港の脱炭素化を後押し。

セレクトＵＳＡでのジャパンセッション
（2022年6月＠メリーランド州）

エマニュエル大使との
対米投資ラウンドテーブル
（2022年5月＠大阪）

インディアナ州知事との
EVサプライチェーンラウンドテーブル
（2022年5月＠インディアナ州）

ノースダコタ州知事とのセミナー
（2022年10月＠東京）

ロサンゼルス市港湾局とMOU締結
（2022年11月）

米フォード社との商談会
（2022年11月）

日産R&D施設でのロードショウ
（2023年3月＠ミシガン州）

ネブラスカ前知事との面談
（2022年12月＠ネブラスカ州）

アリゾナ州への半導体ミッション
（2022年10月）
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